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2006年6月7日に成立した金融商品取引法では上場企業経営者に対する内部統制報告書の
提出 (24条の 4の4第 1項）と，それに対する監査人による監査証明 (193条の 2第2項）が
義務付けられた。これにより2002年 7月にアメリカにおいて成立したSarbanes-Oxley法404条
（以下SOX404) に相当する財務報告に係る内部統制報告書の開示と監査が制度として導入さ
れたことになる。企業会計審議会では，同法に従った内部統制監査を実施するため， 11月21日
に公開草案として「財務報告に係る内部統制の内部統制の評価及び監査に関する実施基準」を
公表し，経営者に対する内部統制の構築と評価・報告の指針を，また監査人には当該内部統制
監査を実施・報告するための基準を明示した。この結果， 2008年4月開始年度より適用対象と
なる証券市場関係者，殊に企業経営者にとって，内部統制の整備・充実ならびにそれに対する
評価・報告の方法の確立は焦眉の急となっている1)。
2004年11月から内部統制報告制度を先行導入しているアメリカ市場に上場するわが国企業で
も，既に内部統制の欠陥がある場合にはその旨をアメリカ証券取引委員会 (Securities and 
Exchange Committee: 以下SEC) に報告しているように，内部統制報告制度が導入されたこ
1)内部統制制度導入前のわが国企業の戸惑いについては内部統制構築指導者が不足している事実ととも
に， 日本経済新聞社 [2006a]で紹介されている。
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とに伴う影響は非常に大きいと考えられる。このような多大な影響から，アメリカでは，その
厳格適用に批判が出ていた内部統制報告制度について，中小規模の上場企業への適用除外を含
めて改正作業が進められている凡
しかしながら， もともと私的自治の問題である内部統制に関しては，たとえ当該報告制度が
緩和されようとも，法規によってその意義や範囲を規定できるものではなく，またそのような
必要もない。というのも経営者の視点からすれば，自らの経営管理の観点から自発的に設ける
手段・システム・ルール等のすべてのものが内部統制という概念で，結果的に括られているに
過ぎず，あえて内部統制のあるべき姿をその意義や範囲として予め設けておく必要はないから
である。にもかかわらず，アメリカにおいても，わが国においても，結果的に企業の私的自治
に属するはずの内部統制に対して，公的規制を導入することとなった。このような私的自治の
問題であるはずの内部統制に対して，敢えて規制を加えなければならなくなる以上は，当該規
制によってもたらされる効果が私的自治の侵害による損失を上回るものでなければ意味がな
い。
そこで，本稿では，わが国よりも先に内部統制に対する公的規制を導入したアメリカにおけ
る事例を参考にし，アメリカの内部統制規制の変遷を確認した後，実態としてどのような効呆
が現れているのかを確認するとともに，わが国における内部統制評価とその監査のあり方につ
いて検討を加えたい。
I. 内部統制に対する捉え方
内部統制の意義を考える場合，経営者が経営管理の一環として整備している内部統制を，監
査人が監査対象として評定し，一種の監査証拠として利用しているという側面を忘れてはなら
ない。さらに詳しくいえば，良好な内部統制は， 1つには統制リスク評定のためというだけで
はなく，監査対象となる母集団の同質性を確保するという点から，試査に基づく財務諸表監査
を実施するうえでの事前的要件として，また2つには，内部統制の信頼性に対する監査人の評
定結果が最終的な監査意見を支える一種の監査証拠として機能するという点から事後的要件
として，監査理論上，その調査・評定は必須のものと理解されてきた。
しかしここで注意しなければならないのは もともと内部統制は監査人の監査を円滑に進め
るために企業内部に設置されるものではないという点である。監査では，すでに企業内部のチ
ェック機構として存在する内部統制を，監査の過程で利用しているに過ぎない。このことか
ら，監査理論で考えるよりも広い枠組みや内容の内部統制概念が経営管理上考えられるかもし
れないし，その逆の場合もあり得ることになる。つまり本来，内部統制概念は企業経営の観点
2)例えば，その紹介は日本経済新聞社 [2006b][2006c]にある。
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からその枠組みや内容が規定されたうえで，監査理論における内部統制の議論がそれに続いて
展開されるというのが筋であろう。
にもかかわらず，世界各国の監査基準は内部統制の意義や範囲を明らかにしようと試みてき
た。このような情況はある意味では当然の帰結といえる。もともと経営者の経営管理活動（マ
ネジメント・プロセス）に関連する内部統制の意義や範囲は，一般的抽象的な概念として規定
できるものではなく，またそのような必要もない叫というのも企業経営者の視点からすれ
ば，自らの経営管理の観点から設ける手段・システム・ルール等のすべてのものが内部統制と
いう概念で結果的に括られているに過ぎず，あえて内部統制のあるべき姿をその意義や範囲と
して予め設けておく必要はないからである。
しかし，クライアントの内部統制を含むビジネス・リスクの評価結果に依存して監査を計画
し実施する監査人の視点からすれば内部統制が①監査実施の前提であり②一種の監査証拠と
なる以上は，その調査・評定を省略することは原則としてできない。省略ができない以上は，
その評定すべき対象範囲・内容を予め規定しておくことは，監査契約締結に際しても，監査計
画策定にあたっても不可欠となる。つまり監査人の側からすれば，内部統制のあるべき姿を知
っておくことは，内部統制に対する調査を過大にも過小にもすることなく，有効な監査を効率
的に実施するという監査戦略の事前的な考慮要件なのである。そしてもしそのような枠組みが
予め設けられていなければ監査人は自らが評定義務を負う内部統制の範囲すら判らないこと
になる。
このように内部統制について，監査人の側からは監査の実施対象としての観点からその概念
やあり方が議論されてきたのに対して経営者側からは常に業務レベルのマネジメント・プロ
セスの観点が重視され，当該プロセス (PDCAサイクル）を如何に有効かつ効率的に実施す
るかが重要であり，直接的に内部統制概念やあり方が問われる必要性はなかったといえる。
［図表1Jは両者の関係を図示したものであり，横軸が経営者の視点から見たマネジメント・
プロセスであり縦軸が監査人の視点から見る内部統制である。
しかしながら， 1970年代から80年代にかけて多発する会計スキャンダルとそれに伴う訴訟の
激増4)はアメリカ公認会計士協会（以下AICPA), アメリカ会計学会，財務担当役員協会，
内部監査人協会，ならびに全米会計人会からの拠出基金による不正な財務報告全米委員会
(National Commission on Fraudulent Financial Reporting: 通称トレッドウェイ [Treadway]
委員会）の設置に至る。そして1987年に出されたトレッドウェイ委員会報告書 (Treadway
[1987] ; 鳥羽他訳 [1991]) と，それに続く当該委員会組織委員会 (Committeeof Sponsoring 
3)このように内部統制を明示的にマネジメント・プロセスからの位置付けと監査プロセスからの位置付け
の必要性を述べたものに古川 [1961]や森 [1992]がある。
4) この訴訟の急増によって，当時Big8に次ぐ規模を有し， 75年の歴史を持っていた中規模会計事務所の
Laventhol & Horwathが1990年に破綻に追い込まれた事実も無視できない。
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図表 1 マネジメント・プロセスと内部統制の関係
内部統制
???????????
（鳥羽[2005]44頁を一部修正）
Organizations 
(coso [1992] ; 
of the Treadway Commission)が1992年に公表したいわゆるcoso報告書
鳥羽他訳 [1996])を切っ掛けとして， 内部統制に関する議論は経営者側の
議論へと転換される。
coso報告書の影響をいち早く受けたAICPA監査基準（以下SAS)では，
て「内部統制は，企業の取締役会，経営者および他の従業員によって遂行される 1つのプロセ
ス」 (coso[1992]・ 鳥羽他訳 [1996])であるとし，事業活動の有効性と効率性，財務報告
関連する法令や規則への準拠性という 3つの目的達成に関して，合理的な保証を提
と規定し， これら 3つの目的を達成するための手段とプロセス
その78号におい
の信頼性，
供するように設計されたもの，
このようにcoso報告書後のSAS78号では，
の内容を企業組織内部の経営管理機能よりも上位に位置する取締役会や経営者自身といった統
制環境にまで，監査人の財務諸表監査上評価すべき範囲を拡張したといえる5)。この結果，経
が内部統制であると理解している。
のように考えられる。
内部統制概念
営者がマネジメント・プロセスとして自らの経営管理に利用する業務レベルの内部統制と，監
査人が，業務統制に加えて広く評価対象とする統制環境までも含んだ全般的な内部統制の関係
は［図表2]
5) このAICPAによるSAS78号の直後日本公認会計士協会も「内部統制は，経営者が経営管理全般を対
象として構築するものであり，内部統制組織とそれに影響を与える内部経営環境から構成される」（日本
公認会計士協会 [1994]) と定義し，その設置目的も「適正な財務諸表を作成し，法規の遵守を図り，会
社の資産を保全し，会社の事業活動を効率的に遂行することにある」とした。
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図表2 内部統制外延の拡張
コー ポレー トガバナンス
業務統制
????
監査人の視点
監査人の視点
（鳥羽[2005]85頁を一部修正）
皿内部統制規制への転換
皿ー 1. 資産保全を目的とした内部統制規制
アメリカにおけるパブリック・セクターによる内部統制規制は1977年より海外贈賄禁止法
(Foreign Corrupt Practices Act: 以下FCPA)によって開始された。この法律は制定後，証券
取引所法 (Securitiesand Exchange Act: 以下SEA)に組み入れられている。このFCPAは，
企業の資源を不正目的使用から保全するために有効な内部統制システムを保持するという企
業経営者の法的責任を規定する法規である。この77年に同法が制定される以前には，公開会社
が会計とコントロールの適切な設計を通して，株主の利害を保護するための保証を求める明示
的法規は存在しなかった (Sunder[1997]), とされる。
もともとFCPAの制定は， 1972年春に始まるWatergateスキャンダルを契機にして，特別検
察官が，アメリカ企業による72年ニクソン再選キャンペーンヘの違法な献金を摘発したことに
始まる。すでに1907年当時から贈賄禁止法 (CorruptPractices Act: 通称TillmanAct)によ
って，連邦選挙への企業ないし団体による献金は禁じられていたため，違法な献金は摘発され
有罪判決を受けたが，その大半で，献金の事実を報告していなかったことが判明した。このよ
うに有罪判決がでたために，虚偽の記録や秘密勘定を使った経営者による会社資金の濫用や不
適切な支払いの隠蔽可能性に対して， SECは調査に着手することとなった。そして， 74年3月
8日の証券法通牒 (SecuritiesAct Release) #33-5466でForm8-Kないし10-Kにおいて，疑わ
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しい国内および国外への支払いや会計実務を，会社がSECに報告できる自主的開示プログラ
ムが提案された。この結果， 77年3月までには，およそ360社もの企業が自主的にそのような
支払いと会計実務を報告し，最終的には40併士を超えるに至った(Greaniasand Windsor[l982])。
このような事実から，アメリカ企業の「事業活動が大多数の社会の人々の基準と期待に合致
した方法で営まれ，経済的利益を求めて合理的に遂行されるという，伝統的なアメリカ社会の
合意事項をゆるがすまでになった」（八田・橋本訳 [1995]) と議会は看倣し，「日常の問題に
関する誠実な判断の行使を伴う合理的な会社の意思決定には介入しない」（同訳 [1995]) とい
う私的自治の原則を超えて制定した， と一般には言われている。
しかしながら，この33・34年法可決以来もっとも広範な連邦法の民間企業への適用と位置
付けられるFCPAに関しては，上述のようなアメリカ企業システムの誠実性に対する社会的信
頼を回復することを立法趣旨にした法制である， とする理解に対して，同法の制定は，カータ
一民主党政権のもとに推奨されたモラル重視の外交方針に基づき倫理的観点から正当化された
ものであり， Watergateスキャンダルという国内における異常な政治的危機圧力が採択させ
だと理解するものもある。当該理解に立てば同法がその解釈と施行に影響するほどの非常
に相矛盾し，曖昧な規定を含んだままであることも説明がつく。事実，その曖昧さゆえに，贈
賄禁止規定を遵守するための手段となるべき， FCPAの記録保持規定と内部会計統制規定は，
どうすればそれらの規定に準拠したことになるのか， という疑問の混乱によって骨抜きにされ
てきたのである。このジレンマから企業を開放することは，会計専門識業にも法律専門職業に
も不可能といわれた (Greaniasand Windsor [1982])。
FCPAに基づく SECの調査の結果判明した事実は，違法な支払いを行なうためには秘密資金
を必要とし，それを可能とするために会計上の不正や不適切な帳簿・記録を伴うということで
あった。このことから，海外への贈賄を禁止するとともに，当該違法な支出を可能とする裏金
作りと，その前提となる内部統制の機能不全を防止することが必要と認識され，贈賄禁止規定
と内部統制規定という 2つからFCPAは構成されている。具体的には以下のような内容であ
る。
(i)贈賄禁止規定によって，アメリカ国民（企業・個人）が事業を獲得，あるいは保持する
目的で外国政府や公務員に贈賄を行なうことを違法とする (SEA30A)6l。
(ii)記録保持規定・内部統制規定によって，証券発行者は会計基準を遵守し，十分な会計記
録と内部会計統制を保持しなければならない。 (SEA13(b) (2)) 7la 
この会計・内部統制規定 (SEA13(b)(2))は， FCPAの贈賄禁止規定 (SEA30A) と
密接に関連して機能するように設計されており，①企業の取引を正確かつ適正に反映する
帳簿ならびに記録を保持し，②適切な内部会計統制システムを設計することを， SECへ年
6)贈賄禁止規定 (30A): 規制対象会社はすべてのアメリカ企業で，規制取引は海外向け取引。
7)内部統制・会計規定 (13(b) (2)) : 規制対象会社は34年法規制会社で，規制取引は海外• 国内向け取引。
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次報告書を提出する公開会社に対して連邦法が強制している。
ことに34年法13(b) (2)における会計記録ならびに内部統制に対する公的な規制は，以下の
ような規定に反映されている。
(A)証券発行者の取引および資産の処分を合理的な程度に詳細かつ正確に，そして適正に
反映するように，帳簿，記録，勘定，を作成し保持すること。そして，
(B)以下に関して，合理的保証を提供するような内部会計統制システムを設計し維持する
こと。
(i)取引が経営者の全般的ないしは特定の承認のもとで履行されていること。
(i)取引が (I)一般に認められた会計基準に準拠した財務諸表の作成を可能にし，あ
るいはそのような書類の作成に適用される他の基準に準拠して作成されるように，ま
た (Il)資産に関する会計責任を明らかにするために，必要な形で記録されること。
(ii)資産への接近が経営者の全般的ないしは特定の承認に基づいてのみ認められること。
(iv)記録された資産に関する会計責任が，合理的な間隔で現物の資産と照合され，相違
があった場合には適切な措置が取られること。
以上のようなFCPAに違反した場合の制裁としては，主執行機関として司法省が刑事・民事
責任の追及8) を担い，その協力機関としてSECが民事責任の追及9)を実施することになってい
る。しかしながら， FCPAによる内部統制規制は，あくまでも違法な贈賄工作を防止するため
に資産の保全に係わる内部統制の整備を強制しようとしたものであり，そこには証券市場の安
全性や流動性を意識した財務報告の正確性や信頼性を確保するという趣旨は存在しない。
皿ー 2 証券市場指向の内部統制規制
1980年代におけるcoso報告書に端を発した広範な内部統制議論は，直接的にcosoの枠組
みを企業に法的に強制するのではなく，監査人が内部統制を監査上の評価対象とするととも
に， SECによる執行活動の対象とすることで，間接的にデイスクロージャー規制に取り入れる
という立場が採られた10)。しかし， 2001年に入ってから多発する新たな会計スキャンダルに
よって規制当局等のパブリック・セクターによる積極的な内部統制規制へと向かうことにな
る11)。
この結果， 2002年7月制定のSOX404において，内部統制報告とその監査を規定し，経営者
に対してSECに提出する年次報告書に，①財務報告に関連する良好な内部統制を整備・運用
8)処罰：対会社・・・會・・100万ドル以下の科料・対個人…… 1万ドル以下の科料および／ないしは 5年以下の
禁錮。
9)処罰：対個人…… 1万ドル以下の科料および／ないし 5年以下の禁錮
10) 1990年代におけるパブリック・セクターによる内部統制規制の展開については，松本 [1998]を参照さ
れたいc
11) 21世紀初頭に多発した会計スキャンダルとSECの対応については，松本 [2004]を参照されたい。
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する責任が経営者にあること，ならびに②期末時点での内部統制の有効性に関する評価の結果
を含む内部統制報告書を添付すること (a項）に加えて，当該報告書における経営者の主張に
対して公開会社会計監視委員会 (Public Company Accounting Oversight Board: 以下
PCAOB)に登録した外部監査人が証明と報告を付すことを要求 (b項）している。
SECはSOX404の実効性を確保するために， Rule13a-15: Issuer's Disclosure Controls and 
Procedures Related to Preparation of Required Reportsを発出し，以下のような手続を踏むこ
とを内部統制報告書の作成に当たって企業経営者に対して要求した (Rule13a-15 (f)。
(1)企業の資産の取引と処分を合理的な項目ごとに正確かつ適正に反映する記録の保持に
相応しい方針と手続を含めること。
(2)一般に公正妥当と認められた会計原則に従った財務諸表の作成を可能とするのに必要
な程度に取引が記録されていることと，企業の収支が取締役と経営者の承認の下でのみ
行なわれていることの合理的な保証を提供すること。
(3)財務諸表に重要な影響を有し得る企業資産の未承認の取得，利用，或いは処分を防止
ないし適時に摘発することに関する合理的な保証を提供すること。
この結果経営者には，財務報告に関する内部統制の有効性に対する責任を受容し，財務報
告に関する内部統制の有効性を適切な判断枠組み，すなわちcoso等の基準により評価し，そ
の内部統制の有効性に関する評価結果を報告書として作成・提出することが求められる。殊に，
内部統制の有効性を評価した結果を記載する当該報告書には， Rule13a-15 (f)に見られるよう
に経営者自身が合理的な保証を提供できるための事後的な検証可能性という観点から，文書化
による証拠保持とその裏付けが要求された。
SOX404とSECルールは，①財務報告に係る十分な内部統制の整備と維持に関する経営者の
責任の記載，②財務報告に係る内部統制の有効性を評価するために経営者が用いる枠組みに関
する記載③直近会計年度末時点での財務報告に係る内部統制の有効性に関する経営者の評価
結果（経営者が認識した全ての重要な欠陥の開示を含む），④経営者の財務報告に係る内部統
制の有効性評価に対する監査人の報告書の記載を要求するだけであり， SEC自体は経営者によ
る報告書の具体的様式や項目については何ら強制することはしなかった。
そこでPCAOBによる監査基準 (Auditing Standard) 2号「財務諸表監査と同時に実施さ
れる財務報告に係る内部統制監査」（以下AS#2)が，内部統制に関する監査人の報告書に網
羅すべき内容を以下のように規定するとともに，具体例となる報告書の雛型も示すこととなっ
た (SEC[2005])。
• PCAOB基準が，全ての重要な点で財務報告に係る有効な内部統制が保持されているか
どうかについての合理的な保証を得るように，監査人に対して，監査を計画し実施する
ことを要求していることの記載。
• 財務報告に係る内部統制の理解，経営者による有効性評価結果の評価，内部統制の整備
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と運用の有効性に関するテストと評価，監査人が情況に応じて必要と看倣すその他の手
続の実施が，監査において行なわれたことの記載。
• 監査人の意見に対する合理的な基礎を監査が提供していると信じる旨の記載
• 特定日時点での財務報告に係る内部統制の有効性に関する経営者による評価が，内部統
制の規準に従って全ての重要な点において，適正に表示されているかどうか，に関する
監査人の意見。
• 特定日時点で，内部統制の規準に従って，財務報告に係る有効な内部統制を企業が保持
しているかどうかに関する監査人の意見。
外部監査人に対してAS#2が強制されたことで，内部統制監査の対象となる企業経営者の側
も必然的に当該AS#2を遵守する必要が生じ，結果的にSOX404,SECルール，ならびにAS#2
という規制が相乗的に機能することで企業には多大な影響をもたらすことになった。 SECで
は，これらの法規を2004年6月15日以後に終了する会計年度から一定規模以上の企業12) に早
期適用し，他の小規模企業ならびに外国企業は2004年6月15日以降に適用とした。しかしその
後これら法規の重要性を認識するとともに，当該規定の十分な履行に必要な時間を考慮し，
前者の期限を2004年11月15日に，また後者を2006年7月15日に延長した。 2005年4月13日，早
期適用企業に対する適用初年度が終了することを機に， SECは公開会社，監査人，投資者，な
らびに法曹界の代表を招いて円卓会議を持つとともに， SOX404規制の影響に関する一般から
の意見を聴取することとなった (SEC[2005])。
経営者にとって実質的に重要なのは，内部統制関連法規が要求する内部統制の評価に当た
り，その前提となる財務報告に係る内部統制の一部に含めるべきプロセスを決定しなければな
らないだけでなく，当該内部統制の十分な評価を完遂するために必要な文書化とテストの程度
も決定しなければならない点にある。 SECは，評価対象となる内部統制として以下のものを例
示列挙した (SEC[2003])。
• 財務諸表に含まれる勘定残高，取引クラス，開示，ならびに関連する財務諸表記載項目
の開始記録，処理，締め切りに関連する統制
• 非日常的取引ならびに非秩序的取引の開始と処理に関連する統制
・適切な会計方針の選択と適用に関連する統制
・不正の防止，識別，摘発に関連する統制
ここで内部統制監査においても財務諸表監査と同様に，財務報告に係る内部統制の定義に
「合理的な保証 (reasonable assurance)」という概念をSECルールとAS#2に持ち込んだが，
これは「特定時点で重要な虚偽記載が防止も摘発もできない可能性は僅かであるとの解釈」を
含んでいる。このためAS#2は，監査人と企業経営者の両者に対して専門的判断の行使を前提
12)一般的な早期適用対象企業 (acceleratedfilers)は，前年度年次報告書提出企業と，発行済株式総額が
7,500万ドルを超えるアメリカ国内企業とされた。
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とした合理的保証を求めていることになる。
したがってSECは，企業の内部統制の範囲を決定するためだけでなく，それら内部統制の
評価範囲を決定するための計画と設計プロセスに対して，監査人と企業経営者の両者が専門的
判断を投入するように要求している。
さらにSECルールは，経営者に対して財務報告に係る内部統制の有効性を評価するに当た
り一定の内部統制の枠組みに基づくことを要求しているが，その内部統制の文書化やテストの
必要レベルについては何の規定もしていない。またその評価を実施するための方法や手続につ
いても何ら特定せず，合理的な保証に関する全体的な内部統制基準に基づき，整備状況の評価
と運用状況の有効性のテストを実施するのに十分な手続を要求しているのみである。しかしこ
の結果，経営者による評価との関係で，財務報告に係る内部統制の有効性の経営者による評価
に合理的な証拠を供する文書化された証拠資料を，企業は保持しなければならないことになっ
た。
皿ー 3. 内部統制に対する二重規制
SOX404に加えて， SOX302(a)において，経営者は，年次及び四半期報告書について，そこ
に含まれる決算書の正確性を自ら保証し，内部統制の整備・運用に責任を負い，当該有効性に
関して経営者自身が宣誓し保証することを要求される。したがって， SOX法は内部統制につ
いては経営者による二重の保証を［図表3]のように期待しているのに対して，独立監査につ
いては財務報告に係る内部統制の有効性に関する報告書に対してのみ要求していることが判
る。
一方，内部統制の有効性を評価する際に，経営者の判断の拠処となるcosoの概念枠組みで
は，①業務の有効性と効率性，②財務報告の信頼性，③事業活動に係わる法令等の遵守， とい
う3つの目的の達成に関して合理的な保証を提供することを意図した，ガバナンス担当者，経
営者，その他の組織構成員によって遂行されるプロセス (coso[1992]), として内部統制が
定義される13)。そして，これらの目的達成のためには，①統制環境，②リスクの評価と対応，
③統制活動，④情報と伝達⑤モニタリングという 5つの要素が，内部統制としてマネジメン
ト・プロセスと統合して整備され，かつ適切に運用されねばならない14)。このような組織体
が達成しようとする 3つの目的と，その目的を達成するために必要な 5つの構成要素は，［図
表4]のような関係で捉えられている。
問題となるのは，［図表3]でも見たように， SOX302が財務報告を含む内部統制全体の有
13)わが国の内部統制藍査基準では，わが国独自の監査役制度に対応させ，監査役の役割と内部統制との係
わり方をヨリ明確に示すために 4つの目的として資産の保全が加えられる（企業会計審議会 [2006])。
14)わが国ではこれら 5つの要素に加えて， ITの利用状況やその浸透度などを考慮し， ITへの対応が含め
られている（企業会計審議会 [2006])。
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図表3 SOX302とSOX404の関係
内部統制
年次報告書
四半期報告書
財務報告に係る内部統制
報告書(404)
財務報告に係る
内部統制の有効性 宣誓保証書
(302) 
図表4 cosoキューブと内部統制報告との関係
（［出所JCOSO[l992]に一部加筆）
決算書の正確性
内部統制の有効性
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効性に関する経営者の宣誓保証を要求するのに対して， SOX404が経営者の保証を財務報告に
係る内部統制の有効性に限定したうえで，当該内部統制に対してのみ監査による第三者保証を
要求している点である。 SOX法の成立以前にSECは， SOX302と同じ趣旨で，経営者に対して
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決算書の正確性と完全性に関する保証を求め (SEC[2002]). その結果，経営者に対して自覚
を促し，一定の効果を得たことは事実である 15)。しかしそのような効果があったとしても，
第三者たる監査人による保証のない制度設計が，果たして財務報告の信頼性を確保する効果を
維持し続けることができるかどうか，については疑問があった。
罰内部統制報告規制の効果
SOX法の施行以前からSECルールによって課されていた経営者による決算書の正確性に対
する宣誓保証と異なり， SOX302による内部統制の有効性に関する全般的保証と， SOX404に
基づく財務報告に係る内部統制の有効性に関する経営者による評価と外部監査人による監査
は， SOX法によって新たに導入されたものであり，これらSOX302とSOX404によって内部統
制の有効性確保に対しては経営者の関与が二重に強制されるようになった。このため特に
SOX404は，当該強制によってもたらさせる便益とそのために生じる犠牲との関係で，社会的
に非常に大きな議論を巻き起こした16¥
具体的には， SOX404による要求が，財務報告に係る内部統制を改善せしめ，全体として内
部統制の運用面での有効性を強化させると評価するものがあるのに対して， SOX404への準拠
コストがそれによる便益を上回っており，当該コストを削減させるように法規の改正を要求す
るものもいた。大手会計事務所のビッグ4は， Fortune1000社に属するクライアントのうちの
90社をサンプルとして，コスト・ベネフィットに関する分析をCharles River Associates 
(CRA)に依頼した (CRA[2005])。この結果 SOX404に関連した準拠コストとして［図表5]
が示された。
図表5 2004年SOX404準拠のための 1社当たり平均コスト (Fortune1000中90社）
平均監査報酬
監査報酬を除く平均コスト
平均売上収益
売上収益当たり404準拠コスト
売上収益当たり404監査報酬
（［出所]CRA [2005]) 
1,900万ドル
5,900万ドル
8,100万ドル
0.10% 
0.02% 
これに対して， SOX404準拠によってもたらされる主要なベネフィットと捉えられる， 2004
15) SOX法に先立ち， SECは2002年6月27日にSEC登録公開企業のうち年間収益が12億ドルを超える947社
のCEOとCFOに対して，直近の年次報告書の正確性と完全性を保証する宣誓保証書の提出を命じたが，
多くの企業が期限通りに提出できなかったり，提出済み決算書を修正する企業が多発した（松本 [2003])。
16)例えば，コスト面での不満の大きさに言及したものとしてSolomon[2005]がある。
内部統制監査制度化の実効性（松本） 81 
年中に修正された不備ないし次年度の修正のために識別された不備を調査した結果，年度中に
修正された内部統制の不備の総数が271件だったのに対して，次年度に繰り越された不備が77
件であったことが確認された。このためSOX404に基づく経営者による評価と監査の便益は，
総数348件の内部統制不備の発見にあったと解される (CRA[2005])。
とはいえ， 2004年がSOX404適用初年度であることから，準拠コストにはスタートアップに
掛かるコストが含まれていると考えられ， 2005年以降は当該コスト負担がなくなり監査報酬を
含む総コストが4,200万ドル (2004年度比46%減）と予想された。
さらに，特にSOX404の規制によりどのような効果があったかに関して，［図表6]のよう
な分析がなされている。
図表6 SOX404による内部統制報告の効果
● 強制初年度の効果 (2004年11 月 16 日 ~05年11月 15 日）
•財務報告に係る内部統制の有効性評価報告書の提出会社数……約3,900社
• うち16%の企業が内部統制が有効でない旨の報告
•総計1,500の重要な欠陥の報告
● 強制 2 年度の効果 (2005年11月 16 日 ~06年 4 月 25 日）
• 財務報告に係る内部統制の有効性評価報告書の提出会社数……約3,00社
• うち 7%の企業が内部統制が有効でない旨の報告
•総計約400の重要な欠陥の報告
※欠陥の件数については、 1社で複数指摘されているものがある。
（［出所]Benoit [2006]) 
SOX404が達成しようとする目標は，公開会社による財務報告の品質を向上させ，それによ
り証券市場における投資者の財務報告に対する信頼を増進させることにある。財務報告に係る
内部統制の有効性は，信頼できる財務諸表と投資者が利用する他の財務情報を公開会社が作り
出すことに対して必須の条件となっている。しかし，このような効呆を期待されるSOX404と
SOX302との規制内容の差を前提とした共生関係に，一定の機能障害が生じていることが指摘
される。
CEOとCFOによる個人的責任の下での決算書と内部統制に対する四半期毎の自己保証を要
求するSOX302では，当該自已保証を支持する証拠も独立監査も要求されないのに対して，
SOX404は，経営者による財務報告に係る内部統制に対する自己評価とともに，当該評価を支
持する文書化された証拠と，内部統制の整備・運用状況に関する意見の表明を含んだ独立監査
を要求している。つまり SOX302は，決算書と内部統制全体を経営者による保証対象としつつ
も，その保証を自発的なものとし，その客観性を求めないのに対して， SOX404では，保証対
象を内部統制のうちの財務報告に係わる部分に限定しながらも，当該保証を強制的かつ客観的
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なものとするように規制する。
問題は，このような非監査の自発的自己保証と強制的監査を伴う自己保証という規制内容の
差が，内部統制の有効性に関する情報開示にどのような影響をもたらしているか， という点に
ある。
この規制内容の差に関する調査結果によると， 2005年度にSOX404により内部統制の欠陥を
報告した会社数586社のうち47社 (8.3%) しか前年度SOX302に基づく内部統制の欠陥を報
告していなかった。つまり独立監査が強制されたことによって，前年比12倍の内部統制の欠陥
に関する報告がなされたことになる。また前年度第3四半期にSOX302によって自発的に内部
統制の欠陥を報告した会社は，上記586社中75社に過ぎず，この比較でも前年度第3四半期比
約8倍の欠陥報告がなされたことになる。これに対し， 2005年度にSOX404により内部統制の
欠陥を報告した上記会社586社のうち， 539社が同一年度にSOX302に基づく内部統制の欠陥を
報告していることから，同一年度における両者の相関は92%となっている (Benoit[2006])。
この調査結果は，自発的な内部統制の有効性に関する経営者の自己保証が，独立監査が強制
されない場合には，それのみでは必ずしも期待された通りには機能しないことの証拠となる。
わが国の金融商品取引法が2009年3月期決算から強制する経営者による内郭統制報告書とそれ
に対する独立監査は，監査による第三者保証を要求している点から，自発的自己保証における
機能障害については回避が図られていると言える。
V. おわりに
本稿では， もともと私的自治の問題であった効果的かつ効率的なマネジメント・プロセスと
の関係で経営者によって整備されてきた内部統制の曖昧な枠組みが，試査監査実施の前提条件
として利用するために監査人の視点で概念枠組みが規定されたときから，経営者の視点に立っ
た概念規定へと移り変わる過程をcoso報告書による内部統制外延の拡張として捉えた。
この内部統制外延の拡張は公的規制の導入と連動する形でなされてきた。すなわち，私的自
治の原則を超えて33年証券法 ・34年証券取引所法以来のもっとも広範な連邦法のプライベイ
ト・セクターヘの適用となった1977年FCPAでは， 1972年のWatergate事件といういわゆる政
治スキャンダルが契機となり，違法な贈賄行為を禁止し防止するための資産保全という観点か
ら内部会計統制の保持が強制された。これに対して2002年SOX法は.EnronやWorldComと
いった当時の優良企業による粉飾決算や詐欺的行為に端を発する会計スキャンダルを切っ掛け
としたものであり，証券市場の流動性や安全性を確保し，ひいてはアメリカ証券市場の国際的
信用を回復するために投資者の意思決定に影響を及ぼす決算書の正確性と有効な内部統制の
保持を企業経営者に保証させるものとなった。このような内部統制に対する公的規制の導入と
その強化は，何れもが世界的にも有名なスキャンダルがその引き金を引いたことが判る。また
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このような規制の強化には単なる資産保全目的という視点から，法令遵守・業務活動• 財務
報告という複数目的の観点で内部統制概念に対する見方を捉え直すという変化が必要であっ
た。
SOX法により鳴り物入りで導入された経営者による内部統制に対する自己保証と，それに
対する他人保証としての監査を要求する公的規制であったが，施行当初からコスト・ベネフィ
ットの点で重大な疑問が呈され，将来的に内部統制報告については見直しの可能性が示唆され
てきたと看倣される。
しかしながら，少なくとも内部統制報告制度の実効性は，第三者保証としての監査が付随す
ることによって向上することは検証されている。具体的には， 自已保証による内部統制報告の
実効性と，それに他人保証としての外部監査人による監査が付加された場合の実効性とを比較
することによって，単なる自己保証だけでは内部統制報告の実効性が相対的に乏しいことが証
明された。つまり，内部統制の有効性に対する評価を行ない，その結果を報告する義務を負っ
ている経営者は，事後的な第三者保証のない場合，すなわちSOX302による自己保証の場合
は，積極的に内部統制の不備を発見し開示する誘因を持たないこととなる。したがって
SOX404にあるように経営者による内部統制の有効性評価は，外部監査人による監査を受け
ることでヨリ実効性ある形で実施されると解される。
以上のように，コストの問題は解消されていないものの，財務報告の信頼性向上を目的とし
て導入される内部統制報告が，期待通りの効果を発揮するためには当該報告に対する監査が
第三者保証として制度化される必要のあることが，先行するアメリカにおける調査結果により
明らかとなった。この観点からすると，監査人による保証を伴う形で導入されるわが国内部統
制報告制度は，実効性のあるものと期待できる。
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